
CFOのためのクラウド導入ガイド
Crunch time 8－決断の時8



「CEOがアジリティや
イノベーションについて語って
いたら、クラウドについて
検討する必要があります」

 

―David Linthicum

David氏は、デロイトの最高クラウド戦略責任者であり、
クラウドサービスに関する書籍を十数冊、上梓しています。
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クラウドについてあなたがこれまで知りたいと思った
ことは、おそらくすべてどこかに書かれているでしょ
う。しかしCFOには、それらすべてに目を通す時間
がありません。だからこそ、デロイトでは、CFOの視
点を念頭にエグゼクティブ・サマリーを作成しました。
デロイトの目的とは何か。それは、CFOとその組織
が、クラウドに関してより効果的な意思決定を行うこ
とができるよう支援することです。

本資料は、CFOからよく聞かれる質問を中心にまと
めてあります。経理・財務部門以外を対象としたク
ラウド投資に関わる内容もあれば、経理・財務部門
を潜在的なクラウドユーザーとして取り上げている
内容もあります。すべての内容がCFOに関係する内
容となっています。
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クラウドの導入は
今か数年後か
弊社のCIOは、今後3年かけてク
ラウドに移行することを望んでいま
す。いま移行すべきでしょうか。そ
れとも、物事が落ち着いてから移
行すべきでしょうか。

4

クラウドの導入効果
クラウド導入によるメリットの大
半はコスト削減だけでしょうか。
他のメリットは何がありますで
しょうか。継続的なコスト削減を
実現するためには、どうしたらい
いでしょうか。 

10

会計・税務処理
多くの企業ではクラウド移行に伴う
会計上・税務上の影響について理
解するのに苦戦しています。他社で
はどのように対応しているのでしょ
うか。 

14

契約の締結
クラウド特有の問題で考慮すべきこ
とは何でしょうか。

15 

セキュリティとリスク
クラウドに関わるリスクについては
どれが良いとも悪いとも言えない、
ただ異なるだけだと聞きましたが、
なぜでしょうか。

16

人材モデル
クラウド優先の組織を運営する
ためには、どんなスキルが必要
でしょうか。
それは、いま持っているスキル
とどう違うのでしょうか。

18

経理・財務業務への
クラウド導入機会
新たに中核となる経理・財務業務
のプラットフォームを検討していま
す。弊社のような企業が利用できる
ERPソフトウェアのクラウドバー
ジョンはあるのでしょうか。

20
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弊社のCIOは、今後3年かけてクラウドに移行することを望んでいます。いま
移行すべきでしょうか。それとも、物事が落ち着いてから移行すべきでしょうか。

今日、多くの企業がクラウドに関わる何らかの取り組みを実施しており、貴社
の事業部門も既にクラウド導入に向けて動き出している可能性は十分にありま
す。クラウドは、テクノロジーソリューションの開発と展開の抜本的な変化を象
徴しており、急速に新たなスタンダードとなりつつあります。

現在、多くの企業がクラウドの試行導入を行っています。全社展開を推し進め
ている企業もありますが、多くの企業は試行導入と全社展開との狭間にいます。
それはつまり、「動き始めるべきか否か」という質問には、議論の余地が残る
可能性があります。それより「投資から期待できるメリットとは何か。クラウド
の導入範囲を効果的に管理するためにはどうしたらいいか。そして、自社でク
ラウドへの転換を効率的に進めるためには、どうしたらいいか」という質問を
投げかけてみる必要があります。

クラウドの導入は
今か数年後か

クラウドは、テクノロジーソリューションの開発と展開の
抜本的な変化を象徴しており、急速に新たなスタンダー
ドとなりつつあります。



CFOおよび幅広い企業を対象にした複数の調査では、その回答者全員がクラウドの試行導
入や全社展開に非常に興味があることを示唆しています。

デロイトが2018年に実施したグ
ローバルアウトソーシングサーベ
イに参加した企業の役員の圧倒
的多数（93%）が、自社内の組
織でクラウドを導入している、ま
たは導入を検討していると回答
しています。

3,000名近くのCFOとCEOを
対象にデロイトのWebcastで実
施された調査では、41%が自社
でクラウドを導入している、また
は導入を進めている段階である
と回答しています。また、16%が、
現在クラウド導入を評価中であ
ると回答しています。

Webcastの調査では、経理・財
務担当役員の半数近くが、クラウ
ドは今後2年間で、経理・財務
部門のパフォーマンスにとって、
きわめて重要となるだろうと回答
しています。

93% 41% 48%

数値で見る
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CFOがクラウド導入に対し、期待に胸を膨らませるのには十分な理由が
あります。表面的にはコスト削減が見込まれ、それ以上に重要なのが戦
略的価値があるが故に、しばしばクラウド導入に関わる意思決定の思考
バランスを崩すことになります。

 • 製品化までの時間短縮：クラウドプラットフォームにより、新たな製品・
サービスを迅速に拡充・展開でき、リアルタイムでその効果を評価する
ことができるようになります。

 • 拡張性：必要なときに追加リソースを享受できるようになることで、需
要の急増や停滞を効果的に管理できるようになります。

 • アジリティとイノベーションの推進方法：大手ベンダーは、クラウドサー
ビスと新たな機能を掛け合わせることで、常に革新的であり続けるた
めの方法を提供しています。今日、データソリューション、高度な解析、
機械学習などのケイパビリティをうまく活用して、継続的に改善する文
化を創出することが可能となっています。

クラウドによるメリットは確かにありますが、クラウド導入が容易というわ
けではありません。期待が大きければ大きいほど、導入の難易度はより高
くなります。しかしながら、その他多くの物事と同様に、貴社で得られる価
値は貴社がクラウド導入に向けてどれほど厳密に取り組むかによって変
わってきます。いま着手する企業は、イノベーション、アジリティ、コストの
面で競合他社より優位に立つことができます。



クラウド検討の初期
段階で試行導入の
対象となる領域とは？
クラウド検討の初期段階では、試行導
入の対象となる領域は数多く存在する
でしょう。

自社分析：

 • 顧客の需要を満たすために改良し
続けなければならない製品または
サービスは何か

 • 意思決定する上できわめて重要とな
るものの、リアルタイムで入手でき
ていないことが多い情報とは何か

 • 運用コストが高く、しかも日次、週
次または月次によって使用パターン
が変わるシステムはどれか

こうした類の問いかけをすることで、
時代遅れとなった技術やプロセスによ
り、パフォーマンスが伸び悩んでいる
ビジネス領域を特定することができま
す。クラウドの試行導入に向けて投資
することを検討している場合、アジリ
ティや効率性が重要となる領域を選び
ましょう。そのような領域が経理・財
務部門に存在する可能性もあります。

決断の時 8  | CFOのためのクラウド導入ガイド

7



8

3種類のクラウドサービス

Software-
as-a-service
（サービスとしての
ソフトウェア）

SaaS（サース）は、もっともよく
使われているクラウドサービスで
す。SaaSを利用すると、企業は
完成済みのアプリケーションを利
用をするために、定額料金を支
払います。考え得るソフトウェア
のほとんどが、サービスとして現
在利用可能となっているか、近い
将来、利用できるようになります。

Infrastructure-
as-a-service 
（サービスとしての
インフラストラクチャ）

IaaS（イアース）により、顧客は
実際にハードウェアを購入するこ
となく、リソースを利用すること
ができます。このアプローチでは、
資本支出をなくすことが可能です。
多数のプロバイダが貴社のほぼ
すべてのニーズに対応しようとし
ており、IaaS市場は急激に成長
しています。

Platform-
as-a-service
（サービスとしての
プラットフォーム）

PaaS（パース）は、ハードウェア
やOSを入手・インストールする
必要なしに、新たなアプリケー
ションを開発したいと考えている
企業が利用することのできるサー
ビスです。また、PaaSを通して、
顔認証、モノのインターネット
（IoT）、人工知能（AI）など、今
までにない新しい革新的なサー
ビスが利用できます。

SaaS IaaS PaaS
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ケーススタディ

クラウドにおける
イノベーション
ある大手グローバル企業では、自社のト
ランザクション処理を行う主要なアプリ
ケーションをパブリッククラウドに移行す
ることを決定し、運用コストを年間40%
削減することを目指しています。クラウド
によるインフラのオンデマンド化により、
コスト削減を実現できただけでなく、クラ
ウドによる自動化により手動で行ってい
た業務も削減し、関連する業務も縮小す
ることができました。
同社では現在、再利用可能なコンポーネ
ントを活用したアプリケーションの開発
を実現しています。これにより、素早く、低
コストでアプリケーションをリプレースす
ることができるようになりました。また、
同社では現在、第三者向けにトランザク
ション処理サービスのアプリケーションを
ホワイトラベル（企業が自ら開発した製
品/サービスを他社が自社ブランドとして
販売できる権利）として販売することに関
心を持っています。

9
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クラウド導入によるメリットの大半はコスト削減だけでしょうか。他のメリットは何があります
でしょうか。継続的なコスト削減を実現するためには、どうしたらいいでしょうか。

クラウド導入によるメリットが、コスト削減と
いう理由だけでは、たいていのCFOはクラウ
ド導入に躊躇します。そのため、どのようなタ
イプのクラウドの導入においても、貴社の大
局を見据えて、ビジネスケースを策定する必
要があります。そのためには経理・財務部門
が話し合いの席に着く必要があります。次に
記載するような重要な疑問を提言するのは、
経理・財務部門以外には誰もいないでしょう。

 • クラウド導入にどのくらいの費用がかかり、
その資金をどこから調達してきますか。

 • コスト削減としてどのような削減が考えら
れるでしょうか。また、いつそれを実現でき
るでしょうか。

 • 具体的に、クラウドへの投資によってもた
らされる新たな戦略的な効果とは何でしょ
うか。

 • 新たな効果がもたらす市場における強みと
は何でしょうか。

 • 最初の半年間で貴社が実現可能と考える
一番のユースケースとは何でしょうか。

 • 貴社ではどのようにすれば、サービス化ま
での時間短縮とより速いスピードでのイノ
ベーション創出を、実現できるでしょうか。

 • クラウドは、現在および将来の財務構造に
どのような影響を与えるでしょうか。

CFOは、システムコストの削減だけを当てに
したクラウド導入を警戒すべきです。クラウド
は、オンプレミスの技術よりも運用コストを
抑えられる場合が多いですが、そこに至るま
でには落とし穴があります。ビジネスケース
の策定は容易かもしれませんが、人員やプロ
セスの変更を伴うことなく実現しようとする
のは、困難でしょう。アジリティとサービス化
までの時間短縮の観点において価値を創出
できるようなコスト削減であるかどうかを必
ず確認することです。

肝心な点は何でしょうか。すべてのコストとメ
リットを考慮すると、クラウドへの投資対効
果を10倍以上上げている企業もあります。
そのような企業は、説得力のあるビジネス
ケースの策定を積極的に推し進め、また優れ
た価値を提供するために更なる努力を積み
重ねています。それはハードルが高いことで
すが、多くの企業、多くの部門で実証されて
いるのを我々は目にしてきています。

クラウド導入の効果



ビジネスケースの策定
クラウドに係るビジネスケースを策定す
る際は、インフラ、ライセンス、物理的資
産などの身近なカテゴリと、業務の最適
化、市場導入期間の短縮、イノベーショ
ン等、あなたが普段考えていないであろ
うカテゴリを、必ずビジネスケースに盛り
込むことが求められます。
例えばある保険会社では、クラウドを利
用してセンサー、ドローン、画像解析と
いったイノベーションをうまく活用し、暴
風による被害状況に関する情報を迅速
に収集しています。その結果、同社では
優れた顧客満足度を実現し、新規事業
を構築しながら、競合他社よりも3倍も
速く保険金請求に対応することができて
います。
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設備投資対運用コストの比較は、
開示書類、論評およびアナリスト
による討議においては、重要な
考慮事項としては挙がりませんで
した。

企業は、コスト削減のみに焦点
を当ててしまうことによって、クラ
ウドへの投資を低く見積もってし
まっている可能性があります。

クラウドへの投資がコスト削減
のためだと判断された場合、ア
ナリストは概してほとんど関心を
示しませんでした。しかし、その
投資が収益確保または収益向上
といった話に絡んできた場合、ア
ナリストの関心は著しく高まりま
した。

近年、クラウドに投資した上場企業に注目し、これらの企業と金融市場との関連性について
調査を行いました。アナリストとのコミュニケーションが企業評価にどのような影響を与える
のかを読み解き、特にクラウドへの投資がアナリストに与える影響をどう考察しているのかを
調査しました。

以下は、その調査結果です。

クラウドと金融市場

12
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クラウドは、より高い
評価を得る手助けと
なりうる
クラウドの導入に向けて、ビジネスケー
スを考える際、最初は「設備投資」として
位置づけられていたものが、途中から「運
用コスト」に切り替わることから、クラウ
ドの導入を支持することに躊躇いを覚え
るCFOもいます。彼らはクラウドへの移
行がEBITDAに悪影響を及ぼすように見
えるのです。それはアナリストや投資家か
ら良くない印象を持たれることにつなが
ります。しかし、デロイトの調査ではクラ
ウドの導入の目的をクラウドが実現しう
るビジネスプラットフォームの改革に重点
を置くことで、CFOはより高い評価を得
る可能性があるとの結果になりました。
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多くの企業ではクラウド移行に伴う会計上・税務上の影響について理解するのに苦戦してい
ます。他社ではどのように対応しているのでしょうか。

クラウドへの投資に関する財務報告および税
法は複雑で、この1年で大幅な変更がありま
した。これらは今後も改訂が続くでしょう。最
新情報については、デロイトのウェブサイトを
ご覧ください。大幅な変更に関する概要は、
以下のとおりです。

大半の企業では、ハードウェアにかかるコス
トは資本支出と考えられています。企業がク
ラウドに移行した場合、ハードウェアに係る
コストは、運用コストとなります。必ずしもそ
うとは限りませんが、通常、クラウドで提供さ
れるソフトウェアは、月次または年次ベース
で購入・支払いが行われます。

一方、インフラサービスは、利用に応じてリ
アルタイムで請求されます（すなわち、使用
済みストレージのギガバイト単位またはサー
バの稼働時間1分単位で請求されます）。

貴社の税務業務は、クラウドへの移行により
影響を受ける可能性があります。例えば、許
容される税制措置は、クラウドサービスに係
るコストの種類によって異なります。また、所
在国によっても変わり、企業の立地条件、ク
ラウドサービスプロバイダの種類、クラウドア
セットやトランザクションによっても変わるこ
とがあります。これらは、細部に思わぬ落と
し穴が潜んでいる可能性があるため、必ずク
ラウド導入の始めから経理・財務部門が参
加するようにしてください。また、いかなる会
計処理の決定についても、必ず会計監査人
と連携するようにしてください。

会計・税務処理

経理・財務部門が話し合いの席に着き、
関係者に全社的な見解を示すことが重要です。
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クラウド特有の問題で考慮すべきことは何でしょうか。

クラウドサービスに係る契約交渉では、注意
すべき新たな方法や考慮すべき点が多く存在
します。数量割引、サービスレベル、セキュリ
ティおよびカスタマイズはまだ序の口で、ロッ
クイン、法的責任、補償、知的財産なども考
慮すべき点となります。事業部門のパート
ナーであり、企業のスチュアードでもある経
理・財務部門は、こうした事項すべてに対処
する上で、唯一無二で必要不可欠な役割を
担っています。たとえ経理・財務部門がクラ
ウドサービスのユーザーでなかったとしても、
です。

効果的な契約締結を実現するためには、経
理・財務部門、法務部門、調達部門、IT部
門および関係する事業部門がチーム一丸と
なり、協働することが重要です。クラウドの契
約に関して経験を持つ人材が社内にいない
場合は特に外部アドバイザーの助けを借りる
ことも一つの手です。これにより、時間と経
験を通じてのみ企業が埋めることができる人
材とケイパビリティとの間にあるギャップを解
消することができます。

経理・財務部門が関係者に全社方針を示す
ことが特に重要となります。コストやメリット、
その他の事項に与える影響を熟考することな
く、事業部門の業務の一部のみを見て契約を
締結してはなりません。

通常、クラウドサービス事業者は、標準化さ
れたサービスや価格モデルを構築しているこ
とを念頭に置いてください。これは、クラウド
サービス事業者の契約締結のやり方にも及
びます。標準化された契約書への大幅な変
更依頼は抵抗される可能性が高いですが、
各クラウドサービス事業者は、市場シェアの
獲得にしのぎを削っています。それはつまり、
新たなメリットの要望やサービス、機能要件
の拡充について交渉しやすいことを意味しま
す。標準化されたサービスや価格モデルを軸
に、企業がこれら追加要件をどのように活用
するかが、競合他社との差別化を図る上で重
要な要素となる可能性があります。

最後に、クラウドサービスは進化し続けるも
のであることから、定期的に契約を更新し、
新たな考慮事項や契約条件を盛り込む必要
があることに留意してください。クラウドサー
ビス事業者の利用規約は、数ヶ月ごとに変
わる可能性があります。それに合わせて貴社
のスキルや理解も進化させていく必要があり
ます。

契約の締結
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クラウドに関わるリスクについてはどれが良いとも悪いとも言えない、ただ異なるだけだと聞
きましたが、なぜでしょうか。

どのテクノロジーにも、特有のリスクが伴い
ます。クラウドも例外ではありません。貴社
でクラウドへの移行を検討する際に留意す
べき、多岐にわたるリスクをデロイトで特定
しました。

データセキュリティとデータプライバシー
5年前に耳にしたセキュリティに関する懸念
事項は、今日のクラウドでは、ほとんど問題
ではありません。事実、大手クラウドサービ
ス事業者によるリスク管理は多くの場合、そ
の顧客、つまり貴社のような企業におけるセ
キュリティレベルよりも高度なものとなってい
ます。ただし、適切な統制が確立、実施され
ているかを確認してください。セキュリティ、
法務およびコンプライアンスの担当者を早期
に参加させ、評価するようにしましょう。ただ
し、これらの分野について考慮すべき点がク
ラウド導入の障害にならないようにする必要
があります。

ロックイン
クラウドは、従量制を前提としていることか
ら、企業はクラウドサービス事業者の乗り換
えは容易であると考えてしまうことが多いで
すが、それは必ずしも事実とは言えません。
大規模な ITポートフォリオを一つのクラウド
プラットフォームから他のサービス事業者に
乗り換えることは、困難であり、かつ費用が
かさみます。契約の締結に関して言えば、ロッ
クイン状態となり、サービス利用を終了する
ために高額な罰金が科されるということや
サービス提供価格が変更になる場合、価格
設定の調整ができないことを意味します。

コンプライアンスと規制に関わるリスク
クラウド関連のコンプライアンス要件には、
幅広い規制が含まれます。例えば、SOX法や
EUデータ保護法を鑑みても、多くの場合、
企業はクラウドサービス事業者に対して、一
定レベルの管理権限を与えるため、監査人
にとっては監査を行うことが難しい状況と言
えます。また、各業界の規制当局や考慮事項
があることも忘れてはいけません。CFOは、
コンプライアンス・規制を遵守し、クラウド
導入に取り組む必要があります。

セキュリティとリスク



コスト削減やその他のメリットが実現しない

クラウドの導入効果としては、コストの削減が
あります。IaaSを提供する大手クラウドサー
ビス事業者は、特にオンプレミスソリューショ
ンでは対応できない価格でクラウドコン
ピューティングを提供することができると説明
します。ただし、大半の大規模なプロジェクト
では、そのようなコスト削減はありえません。
他のメリットも然りです。クラウドの導入効果
を得るためには、精励と継続的な努力が必要
となります。

クラウドの導入には落とし穴が潜んでいます
が、大きな恩恵を受けている企業も多くあり
ます。こうした企業は、クラウドを活用して、
製品やサービス提供のあり方を変え、効率性
を上げ、カスタマーエンゲージメントを高めて
います。そしてこれは可能なことであり、ただ
油断せずに行うだけのことです。

オンプレミスとクラウドの
ハイブリッドリスク
一部のケースでは、オンプレミスとクラウド両者の
長所を生かすことを求める企業もあります。こう
した企業は、オンプレミスのシステムで柔軟性ま
たは認識されているセキュリティを保ちつつ、クラ
ウドによるアジリティ、拡張性およびパフォーマン
スをうまく活用したいと考えています。こうしたハ
イブリッドモデルは、ハイブリッド型のクラウドソ
リューションを設計し、セキュリティを確保して管
理する上で、新たなツールが必要となる可能性が
あり、複雑な IT環境を生み出しかねません。マル
チクラウドソリューションについても同じことが言
えます。慎重に計画を練らなければ、両方の短所
を取ることに終わってしまい、クラウドの導入効
果を減少させます。
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クラウド優先の組織を運営するためには、どんなスキルが必要でしょうか。それは、いま持っ
ているスキルとどう違うのでしょうか。

クラウド導入が IT人材モデルを一変させうる
という記事を読んだことがあるかもしれませ
ん。多くの場合、それは事実です。企業がク
ラウドに移行すれば、IT担当者は日々の保守
作業や「従来の業務」にかける時間が少なく
なることに気付きます。これは経理・財務部
門のユーザー含め、プラットフォームやインフ
ラのユーザーにも同じことが言えます。

また、クラウド中心の組織では業務遂行ス
ピードが劇的に速くなり得ます。フィードバッ
クの周期は、数ヶ月から数分へと短縮され
ます。

経理・財務部門でも物事が迅速化します。ア
ナリストがCEOからの質問に答えるのに数
日かかっていたものが、文字どおり結果をリ
アルタイムに示すことができます。この好機
について詳しく知りたい方は、デロイトの
Crunch Time7「デジタル世界におけるレ
ポーティング」をご覧ください。

誰もがこうした類の加速化を歓迎しているわ
けではありません。プレッシャーが高く、間違
いは皆の目に晒されます。クラウドはデータ
を民主化するための手段です。ガラス張りの
世界に慣れるしかありません。

人材の調達は企業が直面するであろう課題
の一つです。大手クラウドサービス事業者は、
優秀な技術者とアナリストを多く呼び込み、
他社が必要な人材を獲得することを困難に
させています。いかなるクラウド移行でも、業
務モデルや人材モデルを連動させて見ておく
ことが大切です。

人材モデル

https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/operations/articles/bmt/crunch-time-7-reporting-in-digital-world.html
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クラウドにおける人材
あるグローバルサービス企業では、デジ
タル技術の活用により、革新的な経験を
提供することで、従業員のスキルアップ、
人材プールの利用、継続的に学べる文化
づくりを目指していました。

その取り組みとして、リーダーとの意識
合わせ、人材戦略の策定、およびデジタ
ル技術の体験と学習を中心として設立さ
れたテックカレッジを開校しました。
企業は、将来あるべき業務モデル、ガバ
ナンスアプローチ、効果測定手法、およ
びカリキュラムの枠組みを策定しました。
また、ブートキャンプはエンジニアリング
以外のプログラムを修了したカレッジの
卒業生が技術関連の役割を担えるように
設計されています。

その結果、同社には自社のビジネスニー
ズと組織的なミッションに直接連動した
デジタル技術の研修プログラムを用意す
ることができました。テックカレッジは、
技術系および事務系の従業員育成の一
助となり、同社はデジタル技術構想の最
先端を行く組織であり続けています。そ
の結果、同社はデジタル技術に精通した
エンジニアリングの文化を促進しつつ、
人材採用ニーズとキャリア開発の実践を
よりうまく管理できるようになっています。
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新たに中核となる経理・財務業務のプラットフォームを検討しています。弊社のような企業が
利用できるERPソフトウェアのクラウドバージョンはあるのでしょうか。

大手ERPベンダーは自社ソフトウェアのクラ
ウドに最適化された製品を提供していますが、
一部のベンダーはクラウドネイティブオプショ
ンしか提供していません。今後およそ10年
はオンプレミスのテクノロジーをサポートす
る予定ではあるものの、イノベーションに費
やす投資の大半はクラウドサービスに関する
ものとなっています。
その結果、今日、中核となる経理・財務プラッ
トフォームを検討している大半の企業にとっ
て、スタート地点はクラウドソリューションと
なるでしょう。現時点でオンプレミスのままに
しておく必要がある一部機能があるかもしれ
ませんが、その必要性は長くは続きません。

SaaSについては、導入スケジュールと複雑
性が大幅に軽減されています。機能間または
プラットフォーム間の統合は、依然として行う
必要があるものの、もっとも時間を要する要
件のうち、二つは大幅に削減されています。
まず、個別企業向けにカスタマイズされた機
能の開発に要する時間が、標準化された業
務プロセスと企業ごとに個別に設定できる機
能の向上により削減されています。次に、レ
ポーティングテンプレートの作成に要する時
間が短縮されます。レポーティングテンプレー
トの多くは、細かい設定をすることなく、すぐ
に利用できるものとなっています。

経理・財務業務への
クラウド導入機会



クラウドにおける
インサイト
あるグローバル企業は、データ管理に関
する弱点があまりにも多いことを認識し
ていました。経理・財務部門は、重要な
意思決定を下すために情報が必要とさ
れたときに必要な情報を従来のメインフ
レームから読み出すことができていませ
んでした。データへのアクセスは困難で、
分析はほとんど不可能でした。同社はレ
ポーティング業務を改善し、前例踏襲に
基づく意思決定を行う文化を変えるため
に、クラウドベースのプラットフォームが
新たに必要であることを認識しました。

改革の必要性の声は、経理・財務部門
から上がりましたが、同じような課題に
直面していた他部門からも賛同をの声が
あがりました。社内のあらゆる階層がそ
の改革を熱望していたため、全社に周
知・展開することは容易でした。経理・
財務や戦略・企画、技術の各部門から
人材を集め導入チームが形成されました。

同社では現在、アナリティクスなどの有
用な新しいケイパビリティを全社に拡張
することを目指しています。クラウド基盤
が整ったことで、同社はデータ駆動型の
エネルギッシュな組織になりつつあり、
高度な技術を採用して新たな商機を収
益化しています。
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経理・財務部門が長年求めてきたことの達
成に向け、クラウドベースのERPによる現実
味が高まっています。それはビジネスインサイ
トをより速くより容易に見出して共有する能
力です。主要なERP製品のクラウド版とオン
プレミス版は機能面で徐々に同等になりつつ
あります。そうはいっても変更管理は以前に
も増して大変なことです。企業独自のプロセ
スにカスタマイズ化する余地はほとんどない
ため、標準化されたプロセスに適応していく
必要があります。クラウドベースのERPで提
供されるソリューションや機能が高頻度で更
新、リリースされるため、チームは継続的に
改善していく文化を身につける必要がありま
す。そして、それは多くの企業にとって良いこ
とです。

大手ERPベンダーは、異なるクラウド戦略を
持っています。各ベンダーのプラットフォーム
やアーキテクチャが貴社のそれらとどのよう
に適合するのかを理解することが重要です。
多くの組織ではデータ基盤に関する施策を既
に実施しています。ERPをこうした取り組み
とどう一体化させるのか、必ず決定してくだ
さい。

また、ERPベンダーから異なるモデルが販売
されています。シングルテナント、マルチテナ
ント、プライベートクラウド、パブリッククラウ
ド、その他カスタムアプローチがあります。ど
のような種類のプラットフォームやサービスを
購入しているのか、そしてその選択が意味す
ることを正確に理解してください。ERPベン
ダーの中核となるアーキテクチャやプラット
フォーム戦略から逸脱すればするほど導入す
る際に直面する課題が多くなります。 ERPベ
ンダーのアーキテクチャやプラットフォームと
適合できない場合、クラウドへの移行で得ら
れるメリットの一部が脅かされる可能性があ
ります。

大手ERPベンダーは、異なるクラウド
戦略を持っています。各ベンダーの 
プラットフォームやアーキテクチャが 
貴社のそれらとどのように適合する 
のか、理解することが重要です。
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CFOとして直感的にお分かりかと思います
が、クラウドへの投資は、それがイノベーショ
ンの必要性、コスト削減の必要性、あるいは
その両方を契機に生じるか否かを問わず、将
来の糧になります。

一部の企業にとっては、経理・財務部門の
業務自体がクラウドの有望な機会となり得
ます。例えば、クラウドのケイパビリティが手
元にあれば、経理・財務部門は経営陣がよ
り迅速に、より優れた決定を下すことができ
るようにサポートするため、リアルタイムで
経営に求められるレポーティングを作成する
ことができます。また、クラウドにより、経理・
財務部門はプロセスを標準化・簡素化する
ことができます。導入した他社の事例を踏ま
えると、こうしたケイパビリティは、お金では
ほぼ買えない貴重なものとみなすことがで
きます。

ビジネスの至るところで、イノベーションの創
出に向けて、ますます多くの会話でクラウド
が語られています。販売・マーケティング、サ
プライチェーン、研究開発、顧客対応、何も
かもです。CFOはこうしたすべてのチャンス
を認識する必要があります。

他の多くの重要なプロジェクト同様に、クラ
ウドの効果で重要なことは、実行可能な計
画を持ち、前進し続けることです。試行導入
を行うことも賢い手段の一つです。試行導
入により通常業務と並行しながら、クラウド
導入によって何が可能であるかを実感でき
ます。そして経理・財務部門は話し合いの
席に着き、新たな施策を全社的に展開する
ことができます。

決断の時
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